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研究要旨 アレルギー疾患の基本的な疫学調査に加え QOL の障害、治療状況の調査を国際的レベ
ルで経年的に実施していくことは治療ガイドラインの評価、医療政策策定に不可欠である。研究代
表者らは 2005 年から全国規模の小児から成人までのアレルギー疾患疫学調査を実施してきた。本
研究では全国レベルで全年齢のアレルギー疾患有症率、治療状況等を継続的に効率的に調査するこ
と、さらに調査体制としてインターネットを使用した調査方法（web 調査）を確立すること、それ
らのデータから発症・増悪要因の分析、予後の判定、医療政策の策定に寄与することを目的として
いる。 
対象・方法：調査チームは、成人喘息・鼻炎、小児喘息・鼻炎、アトピー性皮膚炎、食物アレルギ
ーチームで構成する。今年度は、web 調査の妥当性の検討として、成人喘息での web と紙調査の
比較とアトピー性皮膚炎での紙入力と電子機器での入力の違いによる検討を行った。アトピー性皮
膚炎調査では、3 歳児の有症率の 2005 年と 2014 年の比較、ステロイド忌避の調査を実施した。 
食物アレルギーは、全国調査と、乳児期からのコホート調査を計画しアレルギーマーチの検証をお
こなう。 
結果：web 調査の検証では、喘息では、web と紙で大きな違いは無いが、紙調査の方がしっかり
回答する傾向があった。一方、アトピー性皮膚炎調査では、紙回答と電子機器での回答で差がなか
った。アトピー性皮膚炎の web 調査では、これまで調査ができなかった、病院を受診しない患者
およびステロイド忌避者の調査ができることがわかった。食物アレルギー調査では、神奈川県相模
原市での 4 か月健診からのコホート調査でアレルギーマーチの発展を検証する研究が開始された。 
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A. 研究目的 
国内では小児から成人までアレルギー疾患

の有病率は増加し３人にひとりが何らかのアレ

ルギー症状を有する時代になっている。こうした

なかでアレルギー疾患治療ガイドラインが作成

され標準的治療が進み、喘息死、喘息発作入

院の減少、症状の軽症化など一定の効果が見

られた一方で、QOL の低下、症状のコントロー

ル不良、アトピー性皮膚炎でのステロイド忌避、

低アドヒアランス、危険な食物除去等医療者側

からは見えにくい問題が起こっている。我々の

これまでの研究は、全年齢にわたる喘息、鼻炎、

アトピー性皮膚炎、食物アレルギーの疫学調査

を行うことで、年齢別、性別有症率とその経年

推移、国内での 2 倍以上の地域差の存在、国

際的な比較、肥満、喫煙、所得などが疾患発症

に関わっていること、治療内容の地域差、症状

コントロールの低さ、低アドヒアランス、他のアレ

ルギー疾患相互の関わりのあることも明らかに

したとともに、調査効率のよいインターネットを

利用した調査方法（web 調査）についても開発

してきた。長期にわたる有症率の変化、発症、

増悪要因分析、治療状況の実態を調査分析す

ることは新たな治療法、予防方法の開発、ガイ

ドラインの評価および無駄のない医療政策の策

定に不可欠である。年齢や様々な要因により有

症率が変化するアレルギー疾患の発症・増悪

要因を解明するためには、アレルギー疾患発

症早期の患者をアレルギーマーチの始まりとし

てとらえ長期にわたる時間軸でコホート調査を

行いでこれまで横断的にとらえられていた現象

を結びつけて総合的に分析することが必要に

なる。本研究では、基本的は疫学調査を実施し

ながら、web 調査を利用することでアレルギーマ

ーチの推移をコホート調査し、発症・増悪要因

の分析をおこなっていく。 
 
B. 研究方法 
研究班の研究体制として、成人喘息・アレル
ギー性鼻炎調査チーム（○谷口、秋山、今野、
岡田）、小児喘息・アレルギー性鼻炎調査チ
ーム（○足立、赤澤、小田嶋、斎藤、吉田）、
アトピー性皮膚炎調査チーム（○秀、下条、
大矢）、食物アレルギー調査チーム（○海老
澤、秋山、秀、赤澤）のチームを設定して研
究を開始した（○印はチームリーダー）。こ
のため研究報告はチーム単位での作成とな
っている。また必要に応じてこれらチームで
の調査の検証のための個別調査研究をおこ
なった。 



各疾患での調査項目は、対象者属性、有症率、
生涯有症率、重症度、治療内容、症状評価、
QOL等について行い、年齢別、性別、地域
別、国際比較を行う。さらに環境要因、社会
的背景、経済状況との関連性について検討を
行った。 
１．成人喘息・アレルギー性鼻炎 
① Web調査の妥当性の検証 

これまでの試験的調査で従来の調査方法
とインターネットを利用したweb調査の
妥当性は検証されてきているが、さらな
る検証としてWeb媒体のアンケートと紙
媒体のアンケートでの回答結果との間に、 
アンケート媒体の違いによる差異を認め
るかどうかを検証した。Web調査のリサ
ーチモニター8400名を無作為に2群に分
け、web調査と郵送紙調査を実施した。 

② 成人喘息の有病率、診断、治療行動に関
する診療情報データの二次利用に関する
研究 
病院管理や診療等に係るデータの二次利
用を通じて必要な診療情報の抽出・算出
可能性について検証するとともに、喘息
患者の病状、治療法の病院間比較および
年次縦断比較分析を行うことを目的とし
た。 
機構4病院の院内標準SS-MIX2ストレー
ジに格納された情報から抽出された全入
院・外来患者データおよびDPCあるいは
レセプトデータを用いた。 

 
                                                    
２．小児喘息・アレルギー性鼻炎 
① アレルギー性鼻結膜炎の重症化に関連

する因子の検討 
2012年にweb調査で実施した全国での6-
11歳24,632名を対象とした調査で、花症
状の質問から、アレルギー性鼻炎を定義
し重症度、関連因子の分析を行った。 
 

３．アトピー性皮膚炎 
① アトピー性皮膚炎有症率の経年比較 

千葉市の６つの保健センターを3歳児健
康診査で受診する3歳児（年間およそ800
0人）を対象に調査を行い過去の調査と
の比較をおこなった。 

② Webを用いたアトピー性皮膚炎の疫学
調査体制の確立 
広島大学新入生健康診断会場にiPadを

設置して、Web回答群の全員が健診前に
回答するようにして、紙回答とweb回答
を比較検証した。 

③ アトピー性皮膚炎の治療実態に関する
調査 
20 歳以上の全国のマクロミル会員
10,347名を対象としたweb調査を実施し
た。 

④ 慢性蕁麻疹、血管性浮腫の患者QOLの評
価 
CU-Q2oL、AE-Q2oLは、おのおの質問
項目の日本語訳を作成しその翻訳の妥
当性の検証をおこない、実際の患者を対
象にした妥当性の検証を計画している。 
 

４．食物アレルギー 
相模原市におけるアレルギー性疾患コホー
ト調査 
アレルギー性疾患の推移を 4 か月健診時か
ら定期的に調査を行い観察する。4 ヶ月健診
の会場でリクルートを行い、その後 8 ヶ月、
1 歳時に追跡調査を行っている。 
 
（倫理面への配慮） 
疫学調査の倫理指針に従い調査を実施した。 
 
C. 研究結果 
1 成人喘息・アレルギー性鼻炎 
① Web 調査の妥当性の検証 

アレルギー性鼻炎、喘息の既往、最近1
年の皮膚のかゆみの有病率は、有意に郵
送紙調査群のほうが高く、喘息症状を示
すいくつかの質問項目の有症率はWeb
調査群のほうが有意に高かった。回答の
信頼性を評価するために算出したκ係
数 は、郵送紙調査群のほうが高く、今
回の調査対象群に関しては、Web調査回
答よりも郵送紙調査回答のほうが信頼
性（内的妥当性）が高い調査であると考
えられた。 

 
② 成人喘息の有病率、診断、治療行動に関

する診療情報データの二次利用に関す
る研究 
診療データから、気管支喘息病名の抽出
を行った。施設により、0.3～2.9％のば
らつきがあった。使用薬剤は、最も使用
されていた薬剤は吸入ステロイドと長
時間作用型β2 刺激薬の合剤であった。



全喘息患者の 60.1%において使用されて
いた。 
 

2 小児喘息・アレルギー性鼻炎 
① アレルギー性鼻結膜炎の重症化に関連す

る因子の検討 
本調査に参加した6-12歳28343名のうち、
アレルギー性鼻結膜炎有症者は5368名
（18.9％）であった。重症アレルギー性
鼻結膜炎は708名となり、全体の2.5％、
アレルギー性鼻結膜炎有症者の13.2％で
あった。ペットの飼育状況、母の喫煙状
況との関連性が見いだされた。 

 
3 アトピー性皮膚炎 
① アトピー性皮膚炎有症率の経年比較 

2014年度の千葉市３歳でのAD有病率は
2005年度と比較して有意に高かった。母
親のネット利用率をみると、ネット利用
が多い人ほど児の３歳児でのＡＤ有病率
が高かった。 
 

② Webを用いたアトピー性皮膚炎の疫学調
査体制の確立 
広島大学新入生健康診断会場での調査で
は、回答回収率は100％であった。平成24
年度の調査でみられていたWeb回答群と
紙回答群のAD有病率の差は消失した。 
 

③ アトピー性皮膚炎の治療実態に関する
調査 
過去にADと診断されたことがある者は
14.5％（1496名）であり、そのうちステ
ロイド忌避がある者は14.8％（222名）
であった。ステロイド忌避は男性（11.6％）
よりも女性（17.8％）に多く、高収入で
あるほど忌避が高くなる傾向にあった。 
過去にADと診断されたことのある人の
経年的な症状の変化を9つのパターンに
分類して分析を進めている。 

④ 慢性蕁麻疹、血管性浮腫の患者QOLの評
価 
CU-Q2oL、AE-Q2oLは、おのおの質問
項目の日本語訳を作成した。CU-Q2oL、
AE-Q2oLについてはその翻訳の妥当性
を検証するために、現在逆翻訳を行い、
今年度は、実際の患者を対象にした妥当
性の検証を計画している。 
 

4 食物アレルギー 
相模原市におけるアレルギー性疾患コホー
ト調査は、平成26年1月から開始した。１年
間に渡る調査で4,638例の調査票を回収した
（回収率83.8％）。 
2002年と比較して家族のアレルギー疾患の
既往の比率およびペットの飼育率は有意に
増加し、体重、喫煙率は有意に減少していた。 
湿疹を有していたのは750例；22.4％（2002
年 26.6％） 
 
D. 考察 
疾患の疫学調査は、実態の把握、経年的推

移、発症原因の分析に不可欠であり、さらに
疾患の重症度、治療状況、予後、QOL評価
についてのデータを分析することは、発症予
防、医療資源の計画、医療費の削減につなが
る医療政策の策定に不可欠なデータである。 
アレルギー疾患に関しては、喘息の疫学調

査が2000年以前には、局地的に実施され、
小児で喘息増加は示されてきたが、全年齢に
わたっての全国レベルの国際比較のできる
調査はほとんどなかった。2000年前後から
は国際的にも、共通の質問調査用紙による疫
学調査が主流となり、研究責任者らが2004
年から継続してきたアレルギー疾患の疫学
調査が、継続性、国際比較、全国レベル、全
年齢の調査ということで疫学調査データを
発表してきた。 
現在は、成人喘息・鼻炎、小児喘息・鼻炎 

アトピー性皮膚炎、食物アレルギーの4チー
ムでそれぞれの疾患の疫学動向、治療の推移、
要因分析を行っている。 
調査手法として、従来の訪問調査、学校調

査、電話調査、郵送調査などの問題点を検討
し、将来的に有用性の高いweb調査の妥当性
についても検証を行っている。今後の疫学調
査の多くは、web調査で実施できるようにな
ると考えられるがその限界についても検討
しておく必要がある。 
 Web 調査の問題点の検証として、本年度2
つの調査が実施された。成人喘息に関連して、
web調査対象者を無作為にweb調査群と紙
調査群に分けて比較を行った。両者に大きな
差異は無かったが、紙調査対象者の方がしっ
かり回答している傾向があった。Web調査で
は、その回答方法に工夫をする必要があると
考えられる。 
もう一つの検証は、アトピー性皮膚炎に関



して、調査用紙での限界、web調査での問題
点が前回研究班よりの継続課題であった。大
学生の健康診断で医師の診断と調査用紙、
iPadによる調査との比較を行い、調査方法に
よる差異が無いことを検証した。紙と電子機
器での入力での差異はないが、喘息調査から
は、web調査では調査が軽く見られてしまう
ことがあるのかもしれない。 
小児喘息調査のデータ分析では、アレルギ

ー疾患発症と環境要因に関して、これまでさ
まざまな分析がなされているが、今回は、鼻
炎とその重症度と環境に関して分析した。幼
小児のアレルギー性鼻炎と環境との関連性
が一部出てきたが、引き続き検討が必要であ
る。 

 
食物アレルギーでは、特に乳児期に発症し

た、食物アレルギー、アトピー性皮膚炎がそ
の後、アレルギーマーチとして進展していく
かのコホート調査を実施してその検証が開
始された。相模原市という一定の地域での調
査であるが、十分な回収率が得られている。
今後継続して実施していくことが重要と考
えている。 
 
E. 結論 
アレルギー疾患の継続的な疫学調査は、今

後の治療ガイドライン作成、医療政策作成の
うえで重要な資料となる。平成 27 年度に、
アレルギー疾患対策基本法が施行される。ま
ずは、それぞれのアレルギー疾患の患者がど
れだけいるのか、その人達がどのような治療
を受けていて、なにに困っているのかを調査
して整理する必要がある。本研究班の結果が
基本的なデータとなっていくように進めて
いくことが重要と考える。 
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研究要旨 

本研究は Web 媒体のアンケートと紙媒体のアンケートでのアレルギー疾患有病率調査の回答結

果に、アンケート媒体の違いによる差異を認めるかどうかを明らかにすること目的とした。マク

ロミル社の全国の 20-54 歳のインターネットリサーチモニター集団を対象に調査協力者を募り、

無作為に Web 調査群と郵送-紙調査群の 2 群に分け、同様のアンケートに対する回答の違いを検

討した。Web 調査と郵送紙調査におけるアレルギー性疾患有病率に顕著な違いは認めなかったが、

設問によっては、Web 調査では 10-20％有病率が低め、もしくは高め、となる可能性がある。 

κ係数でみた調査の信頼性は、Web 調査のほうが郵送紙調査よりもやや低く、この違いが、両調

査間の有病率の軽微な違いに関係している可能性がある。 

 
 
A. 研究目的  

 個人情報保護の観点から、近年住民基本台帳

を用いた郵送質問票配布による疾患疫学調査

が困難になってきており、別の手法での疫学研

究の必要性が高まってきている。我々は以前よ

りインターネット上のリサーチモニター集団

を対象に行う Web アンケート調査による疫学

研究の可能性に注目し、これまでその結果を報

告してきた。しかしながら、Web を用いた調

査結果と従来の紙調査票の郵送配布・回収によ

る調査結果の同等性を検証する知見に関して

はいまだに十分とは言えない。 

  本研究の目的は、Web 媒体のアンケートと

紙媒体のアンケートでの回答結果との間に、 

アンケート媒体の違いによる差異を認めるか

どうかを明らかにすることである。 

 

B. 研究方法 

１）研究デザイン 

 マクロミル社の全国の 20-54 歳のインター

ネットリサーチモニター集団を対象に調査を

行った。リサーチモニター集団から調査協力者

を募り、無作為に Web 調査群と郵送-紙調査群

の 2 群に分け、同様のアレルギー疾患有病率調

査アンケートに対する回答の違いを検討した。 

 

２）e-mail による調査協力依頼 

インターネットリサーチモニター集団を男女



 
 

別に 7 つの年齢階級（5 歳刻み、20-24 歳、25-29

歳、30-34 歳、35-39 歳、40-44 歳、45-49 歳、

50-54 歳、計 14 の階層）にわけ、無作為に調

査協力依頼の e-mail 送信を行った。 

 別添資料１ の調査協力依頼アンケートで

Q1-1, Q2-1, Q3-1,と回答し、Q4 で正確に住所

入力したもののみを協力依頼同意者とみなし、

本調査の対象とした。階層ごとに 600 名の協

力依頼同意者が得られた時点で協力依頼は終

了した（平成 26 年 5 月 23 日から 30 日まで）。

すなわち、最終的にリサーチモニター集団中の

協力依頼同意者 8400名が本調査の対象となっ

た。協力者の選定において、年齢、性別以外に

は、居住地区などの条件は考慮に入れなかった。

選択バイアスを極力排除するために、この調査

協力依頼ではこれから行う本調査がアレルギ

ーの調査や健康調査であることは明らかにし

なかった。 

 

３）本調査 

 上記で得られた調査協力同意者の各階層の

600 名を無作為に web 調査群と郵送紙調査群

の 300 名ずつの 2 群に分けた。すなわち、web

調査群、郵送紙調査群、各々4200 名となった。 

 

a. Web 調査 

Web 調査への案内の e-mail を送信し、web 版

調査票（ 別添資料２）への回答を促した。 

回答がないものに関しては e-mail での回答の

催促を調査期間中 3 回まで行った。調査期間は

平成 26 年 6 月 6 日から 16 日。 回答はマクロ

ミル社内で匿名化され表形式データにまとめ

られた。 

 

b. 郵送紙調査 

 調査協力依頼アンケートに記載された住所

に対して、鉛筆やボールペンで回答を直接記入

する紙調査票を送付した。Web 調査と同じレ

イアウトの紙調査票（ 別添資料 ３）を郵送

配布し、返信用封筒を同封し紙調査票の返送を

依頼した。回答がないものに関しては回答催促

のメールを 3 回まで送信した。回収された調査

票の回答はマクロミル社内で入力作業を行い

電子化され表形式データにまとめられ、匿名化

された調査票結果のみが研究者側に渡された。

調査期間は平成 26 年 6 月 6 日から 25 日。 

 

４）調査票 

 調査票中の設問は Web 調査、郵送紙調査共通

で、調査票は 20 問の設問からなる。調査票に

は、世帯収入、喫煙状況、学歴など背景因子を

聞く設問、アレルギー疾患の既往や症状に関す

る質問を含んだ。アレルギー性鼻炎、気管支喘

息症状に関する設問は日本語版 ECRHS 調査

票と同じ設問とした。アトピー性皮膚炎に関し

ては日本語版 UK working party 質問票と同

一の設問を利用し、一部オリジナルの設問も含

んだ。 

 

５）統計解析 

 Web 調査群と郵送紙調査群の各質問項目の

回答者の割合の差異をχ二乗検定にて検討し

た。Web 調査群と郵送紙調査群、それぞれの

回答の信頼性を評価するために、それぞれにお

ける質問票内の類似した質問項目の回答結果

の一致状況をκ係数にて検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は国立病院機構相模原病院倫理委員会

の承認を経て行われた（No. 8 in 2014）。 

 

 

C. 研究結果 

調査票の回収率は、Web 調査群で 94.3％

（ 3959/4200 ）、郵送紙調査群で 98.0 ％

（4118/4200）であり、顕著な差は認めなかっ

た。性別年齢階級別の回収率を 別紙 表１に

示す。 



 
 

 背景因子に関する質問に関しては、喫煙歴、

学歴については回答結果に有意差を認めた

（ 別紙  図１）。アレルギー疾患の有病率は 

別紙 図２に示した。アレルギー性鼻炎、喘息

の既往、最近 1 年の皮膚のかゆみの有病率は、

有意に郵送紙調査群のほうが高く、喘息症状を

示すいくつかの質問項目（Q9,Q11）の有症率

は Web 調査群のほうが有意に高かった。 

一方、複数選択式で過去の種々の疾患の既往を

聞く Q6 の回答に関しては（ 別紙 図３）、気

管支喘息、アレルギー性鼻炎、アトピー性皮膚

炎、スギ花粉症、副鼻腔炎の有病率は郵送紙調

査のほうが有意に高かった。うつ病に関しての

み、Web 調査群で有意に高かった。 

 回答の信頼性を評価するために算出したκ

係数 別紙 表２ は、いずれにおいても郵送紙

調査群のほうが高く、今回の調査対象群に関し

ては、Web 調査回答よりも郵送紙調査回答の

ほうが信頼性（内的妥当性）が高い調査である

と考えられた。 

 

 

D. 考察 

Web 調査と郵送紙調査で、アレルギー疾患

の有病率に顕著な差はなかったが、一部の設問

に関しては両者でその結果が有意差を認めて

いた。両群の有病率の大小関係は質問項目によ

って異なっており、系統的にどちらかの群のほ

うが有病率が高いと言える結果ではなかった。 

注意深く回答に取り組まなければ申告漏れに

陥りやすい Q6 のような複数選択式の設問に

おいて、いくつかの項目で Web 調査群の有病

率のほうが明らかに低値であった点を考慮に

入れると、Web 調査群は郵送紙調査群に比し

て調査に対するモチベーションが低かった可

能性が考えられる。調査に対するモチベーショ

ンの低さは、Q6 以外の設問に関しても申告漏

れ、すなわち有病率の低下につながるはずと考

えられる。これが、Web 調査群での Q7,15,16

での有病率の低値の原因にであったと考察し

ている。しかしながら、ECRHS 質問票の喘息

症状に関する設問（Q9,11）に関しては、他の

設問とは逆に Web 群で高い結果になっていた。

この理由としては、調査協力者のうちごく一部

の割合で含まれる可能性がある、注意深く設問

を読まずにランダムに回答する者の割合（おそ

らく全体の５％程度）が、Web 群のほうが郵

送紙調査群よりも少し高めであった可能性を

考えている。例えば、その様な者の割合に、

Web 調査群 5.0％、郵送紙調査 2.5％といった

違いがあったと仮定したら、ほとんどの回答者

がNoと回答するような設問に関してはランダ

ム回答者が比較的多い Web 調査群のほうが

Yes を選択する者の割合が高くなる計算にな

る。 

また、κ係数は系統的に郵送紙調査で高く、

この結果は郵送紙調査群のほうが Web 調査群

に比して、より正確に回答していたということ

を示唆する。この点も上述のモチベーションの

違いで説明可能であるが、もう一つの説明とし

ては、紙調査票は前後の設問内容を確認しなが

ら回答できるので、質問票内の結果の一致を考

慮に入れながら調査協力者自身が回答するこ

とができたことも関係しているかもしれない。 

以上まとめると、Web 調査群と郵送紙調査

群とは、調査へのモチベーションが異なってお

り、その違いが結果に軽微な影響を与えていた

可能性がある。すなわち、概して Web 調査の

ほうがわずかに申告漏れの割合が高く、有病率

はやや低めに出る傾向があると考える。しかし

ながら、有病率が低い設問では、Web 群にお

ける調査へのモチベーションの低さが逆に有

病率を上昇させる方向に作用する場合もある

と推測している。 

このような両調査群におけるモチベーショ

ンの違いが、調査媒体の違いに起因するものな

のか、それとも、インターネットリサーチモニ

ター集団独特の傾向であるかは、本研究からは



 
 

明らかではない。本研究の対象者は日常的に

Web アンケートに回答しているリサーチモニ

ター集団であるため、Web 調査に対するモチ

ベーションが維持されにくい傾向がある可能

性は否定できない。彼らにとっては新鮮味のあ

る紙調査に対してはモチベーションが維持さ

れやすかった可能性はある。 

 

E.結論 

Web 調査と郵送紙調査におけるアレルギー

性疾患有病率に顕著な違いは認めなかったが、

設問によっては、Web 調査では 10-20％有病率

が低め、もしくは高め、となる可能性がある。 

 本研究による知見は、郵送紙調査の代替法と

しての Web 調査の調査媒体としての妥当性を

支持するものである。 
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表１ 調査票の回収率
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表２ 類似設問に対する回答の一致状況、κ係数（標準誤差） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設問 W eb 調査 郵送紙調査 

Q6 のアレルギー性鼻炎 と Q7 0.494 (0.013) 0.628 (0.011) 

Q6 の気管支喘息 と Q13 0.558 (0.022) 0.688 (0.018) 

Q6 のアトピー性皮膚炎 と Q19 0.707 (0.016) 0.871 (0.011) 
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研究要旨 

気管支喘息の有症率、治療動向等を調査解析する戸別訪問による調査方法が個人保護法の関係で

困難となる中、本研究では、新たな調査研究方法として DPC、レセプトデータにとどまらず SS-MIX2

ストレージを用いた電子カルテの診療情報の二次利用の可能性、有効性を検討した。研究対象 4

病院の外来、入院患者 97,044 名のうち、喘息の病名がありかつ喘息治療薬を使用しており喘息患

者と同定される患者は 1,268 名であった。これらの患者において最も使用されていた喘息治療薬

は、吸入ステロイドと長時間作用型 β2 刺激薬の合剤で 60.1%の患者に使用されていた。次に多

かった治療薬は、吸入短時間作用型 β2 刺激薬で 55.6%の患者に使用されていた。また、解析期

間とした 1 年間でこれらの患者の中で喘息の悪化のために入院した患者は 1,268 人中 48 人

（3.79%）であった。さらに、入院した患者では外来時の吸入ステロイドの合剤、吸入短時間作用

型β2 刺激薬および内服ステロイド剤の使用頻度が高く、重症者において入院リスクが高い結果

であった。電子的診療情報の二次利用は、喘息の有病率、治療法の解析においては有用であった

が、SS-MIX2 ストレージから抽出した電子カルテ情報は、各ベンダー、各病院での表記方法が異

なっており二次利用にはさらなる検討が必要と考えられた。 

 

A. 研究目的 

近年の急速な都市化やライフスタイルの変化

に伴って、気管支喘息をはじめ各種アレルギ

ー疾患の増加が指摘されている。このような

成人のアレルギー疾患に対する対策を確立す

るためには、患者の実態や治療法の変化を把

握する調査が重要である。しかし、本邦にお

いては小児喘息に対する調査は行われていた

が、成人喘息患者の実態を調べる全国統一の

疫学調査が行われることがなかった。このた

め、2006年および2011年に当研究の一環とし

て全国10地点の住民を対象に調査票を用いた

調査が行われた。この調査研究により、本邦

の成人気管支喘息の有症率とその変化、また

発症に関係する因子が明らかになった。しか

し、住民を対象とした調査は、個人情報保護

の観点から自治体の協力が得られなくなって

おり、今後の実施が極めて困難となっている。 

このような疫学研究における情報の取得が困

難な問題を打開するための種々の方策が試み



られている。例えばランダム抽出法による電

話調査やインターネット会員を対象とした調

査方法などがある。しかし、それぞれ対象者

の年齢の偏り、データを得られる対象者の行

動様式の偏りなど得られたデータの普遍性に

課題がある。そこで、本研究においては、病

院管理や診療等に係るデータの二次利用を通

じて必要な診療情報の抽出・算出可能性につ

いて検証するとともに、喘息患者の病状、治

療法の病院間比較および年次縦断比較分析を

行うことを目的とした。さらに、医学的貢献

として、既存の病院管理データや診療データ

の二次利用の方法論が確立することによって、

現在活用されている経営の視点だけでなく、

医学的妥当性の検証や診療ガイドラインへの

準拠度などといった医療の質の観点からの分

析が可能となることも目的とした。 

 

B. 研究方法 

対象患者は、 研究対象機関（国立病院機構所

属 4施設）における、平成 25 年 4月 1日～平

成 26 年 3 月 31 日の期間に外来を受診した患

者、またはその期間に退院した患者とした。 

データの種類および範囲は、研究の許諾の得

られた機構 4 病院の院内標準 SS-MIX2 ストレ

ージに格納された情報から抽出された全入

院・外来患者データおよび DPC あるいはレセ

プトデータを用いた。 

電子的診療データより抽出する項目は、DPC デ

ータにおいては医療資源を最も投下した病名

および副病名が、レセプトデータにおいては

主たる病名が喘息（気管支喘息、気管支喘息

増悪など）を含む患者を抽出。その対象者で、

入院の有無、1回の入院日数、入院病名（DPC）、

副病名（DPC）、外来および入院中の処方され

た薬剤および注射、治療行為などを抽出した。

なお、SS-MIX2 ストレージには電子カルテ情報

が標準的に抽出可能な状態で存在するため、

検査値等で抽出・分析可能かどうかの検討も

併せて行った。 

（倫理面への配慮） 

研究計画は、国立病院機構の中央倫理審査委

員会で議論され倫理面への配慮が適切である

と認定され実施許可が得られている。全電子

的診療データは匿名化を行った後、データベ

ース構築のため収集されており個人情報は保

護されている。また、研究対象病院では院内

に診療情報の二次使用について掲示され対象

者への説明および包括同意がとられている。 

 

C. 研究結果 

対象となった 4 病院のすべての入院および外

来患者 97,044 人から、診療データを基に気管

支喘息の診断名で抽出したところ 1,481 人（全

患者の 1.52%）が同定された。DPC においては

医療資源を最も投下した疾患名か副病名から

抽出しているが、レセプトでは主病名からの

抽出となっているため過剰診断、いわゆるレ

セプト病名の危険性がある。そこで、この診

断名で抽出された 1,481 例中で気管支喘息の

治療薬が測定期間中に使用された症例を抽出

し、その症例を気管支喘息患者として解析す

ることでこのリスクを回避することとした。

このプロセスにより 1,481 例から 1,268 例（全

患者の 1.31%）が抽出された。対象とした病院

で最も喘息患者が少ない施設では 57 症例（施

設全患者の 0.3%）であり、最も多い施設では

729 症例（施設全患者の 2.9%）となり各病院

の診療機能によってばらつきのある結果であ

った。 

喘息患者の外来における治療の解析では、表 1

に示すように、最も使用されていた薬剤は吸

入ステロイドと長時間作用型 β2 刺激薬の合

剤であった。全喘息患者の 60.1%において使用

されていた。特にその中でもドライパウダー

タイプの合剤がほぼ全てであり、全患者の
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況であった。三番目に多く使用されていた治

療薬は、単体の吸入ステロイドであり、全患

で使用されていた。この単体の吸入

ステロイドの吸入システムの内訳は、ドライ

Iタイプが 13.5%

で、合剤ほどではないがやはりドライパウダ

抽出した喘息患者の病状コントロールに関し

ての検討では、解析期間とした 1 年間でこれ

らの患者の中で喘息の悪化のために入院した

を抽出することによって行った。1,268

）が喘息で入院となっていた。

入院となった患者と入院とならなかった患者

に相当）に使用され

次に多く使用されていた治療薬は、吸入の短

55.6%

β2 刺
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であり、全患

で使用されていた。この単体の吸入

ステロイドの吸入システムの内訳は、ドライ

13.5%

で、合剤ほどではないがやはりドライパウダ

抽出した喘息患者の病状コントロールに関し

年間でこれ

らの患者の中で喘息の悪化のために入院した

1,268 人

）が喘息で入院となっていた。

入院となった患者と入院とならなかった患者

との比較では、入院となった患者においては

より吸入ステロイドと長時間作用型

薬の合剤の使用率が高く（

時間作用型

（73.3%）。また定期的なステロイド薬の内服

をしている率も高かく、入院した患者におい

てはより多くの治療薬を要する、つまり

の患者であることが示された。

SS-MIX2 のストレージから検査値として白血

球数、好酸球数、特異的

ヒダニ、コナヒョウヒダニを選定）を抽出し

た。結果は、各ベンダーでそれぞれの数値の

表示方法がまちまちであること、さらに同一

ベンダー内でも各施設において

とのインターフェース構築の過程でさらに表

示方法が変更されており、データとして抽出

は可能であるがそのままでは解析に適さ

ことが判明した。また、当初解析対象候補と

していた肺機能の測定結果は、病院情報シス

テム上は画像データとして認識されており、

現時点では
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表示方法がまちまちであること、さらに同一

ベンダー内でも各施設において

とのインターフェース構築の過程でさらに表

示方法が変更されており、データとして抽出

は可能であるがそのままでは解析に適さ

ことが判明した。また、当初解析対象候補と

していた肺機能の測定結果は、病院情報シス

テム上は画像データとして認識されており、

現時点では二次利用のための診療データ
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刺激薬の使用率も高かった

）。また定期的なステロイド薬の内服

をしている率も高かく、入院した患者におい

てはより多くの治療薬を要する、つまり

の患者であることが示された。 
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は可能であるがそのままでは解析に適さ

ことが判明した。また、当初解析対象候補と

していた肺機能の測定結果は、病院情報シス

テム上は画像データとして認識されており、

二次利用のための診療データ

との比較では、入院となった患者においては

より吸入ステロイドと長時間作用型β2 刺激

）、吸入の短

刺激薬の使用率も高かった

）。また定期的なステロイド薬の内服

をしている率も高かく、入院した患者におい

てはより多くの治療薬を要する、つまり重症

のストレージから検査値として白血

値（ヤケヒョウ

ヒダニ、コナヒョウヒダニを選定）を抽出し

た。結果は、各ベンダーでそれぞれの数値の

表示方法がまちまちであること、さらに同一

部門システム

とのインターフェース構築の過程でさらに表

示方法が変更されており、データとして抽出

は可能であるがそのままでは解析に適さない

ことが判明した。また、当初解析対象候補と

していた肺機能の測定結果は、病院情報シス

テム上は画像データとして認識されており、

二次利用のための診療データと使

との比較では、入院となった患者においては

刺激

）、吸入の短
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値（ヤケヒョウ

ヒダニ、コナヒョウヒダニを選定）を抽出し

た。結果は、各ベンダーでそれぞれの数値の

表示方法がまちまちであること、さらに同一

部門システム

とのインターフェース構築の過程でさらに表

示方法が変更されており、データとして抽出

ない

ことが判明した。また、当初解析対象候補と

していた肺機能の測定結果は、病院情報シス

テム上は画像データとして認識されており、

と使



用することは不可であった。 

 

D. 考察 

気管支喘息患者の有症率、病状や治療法の変

遷などを把握する目的で従来行われていた調

査員を使った個別調査が、個人保護法の関係

で実施困難となっている。そのため、個別調

査に代わる疫学調査方法の確立が求められて

いる。しかし、代替方法としての電話調査、

インターネットを利用した WEB 調査もそれぞ

れ優れたところもあるが、それ自体に根ざし

た課題を含んでいる。このような中で DPC や

レセプトなどの診療報酬に係わるデータや電

子カルテなどの診療情報の二次利用が注目を

集めている。本研究では、このような電子的

診療情報の二次利用が喘息患者の有病率、病

状や治療法の変遷などに関する疫学調査に有

用であるかどうかを検討した。まず、必要な

データの抽出は、DPC やレセプトデータでは異

なったベンダーの施設でも十分可能であり、

電子カルテデータも SS-MIX2 ストレージを利

用して可能であることが示されたことは重要

な所見である。しかし、収集した診療データ

を用いた解析に関しては、DPC やレセプトデー

タからのデータは使用できるが、現時点では

SS-MIX2 ストレージを利用しての電子カルテ

からの診療情報、例えば検査結果では各ベン

ダー特有の表示方式、さらに各施設でのカス

タマイズのための独自の表示方法が重なり、

そのままでは解析が困難であるなどの課題も

明らかになった。この課題については、各ベ

ンダー間でも分析が可能となる仕様書の作成

など解決していくべき方向性が示唆された結

果となった。 

 

E. 結論 

気管支喘息の有症率、治療動向等を調査解析

する戸別訪問による調査方法が個人保護法の

関係で困難となる中、代わる方法として診療

情報の二次利用が想定されている。本研究で

は、DPC、レセプトデータにとどまらず SS-MIX2

ストレージを用いた電子カルテの診療情報の

二次利用の可能性、有効性を検討した。DPC、

レセプトデータを用いた喘息の有病率、治療

法の解析では、現在の各病院での喘息患者数、

その患者の治療法の状況、喘息で外来受診し

ている患者の中で対象期間中に喘息で入院し

た患者の割合、治療状況等のデータは抽出の

上解析することができ調査研究への二次利用

は可能であった。しかし、SS-MIX2 ストレージ

から抽出した電子カルテ情報は、各ベンダー、

各病院での表記方法がまちまちであり解析に

使用するには、異なったデータ表記の変換を

行う必要があり、現状での広範な使用には課

題があることが判明した。一定の可能性が示

された。 
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研究要旨  

 インターネットを用いた小児アレルギー疾患有症率調査を 2012 年に実施し、本年度はアレル

ギー性鼻結膜炎の重症化に関連する因子につき検討した。調査に参加した 6-12 歳の学童は 28343

名で、そのうちアレルギー性鼻結膜炎有症者の 5368 名（18.9%）につき解析を行った。 

 アレルギー性鼻結膜炎有症者のうち、708 名（13.2%）が重症のアレルギー性鼻結膜炎であった。

アトピー性皮膚炎有症者は有意に重症化しやすく(adjusted OR 1.45, 95%CI 1.20-1.75)、母の喘

息、アレルギー性鼻炎の既往はそれぞれ重症化のリスクとなった(各々adjusted OR 1.35, 95%CI 

1.05-1.75 adjusted OR 1.29, 95%CI 1.09-1.52)。またスギ・ヒノキ花粉飛散量の多い地域の学童

は、少ない地域の学童より有意に重症アレルギー性鼻結膜炎の学童が多かった(adjusted OR 1.21, 

95%CI 1.00-1.47)。一方、１歳以前からのペット飼育はアレルギー性鼻結膜炎の重症化に抑制的

に働くことが示された(adjusted OR 1.20, 95%CI 0.97-1.49)。 

 

 

A. 研究目的 

 本研究班は近年疫学調査でも使用され始めて

いるWebを利用し 2012年に小児アレルギー疾患

の全国調査および有症者に対する二次調査を実

施した。昨年度は喘息有症者に対して、コントロ

ール状態の評価とその関連因子につき解析した。



本年度はさらにアレルギー性鼻結膜炎の重症化

に関連する因子につき検討した。 

 

B. 研究方法 

1. 対象 

 International Study of Asthma and Allergies 

in Childhood (ISAAC)に準じて、｢あなたのお子

さまは、最近 12 か月のあいだに、カゼやインフ

ルエンザにかかっていない時に、くしゃみや鼻み

ず、鼻づまりの症状がおこったことがありました

か。｣と｢最近 12 か月のあいだに、この鼻の症状

は、目がかゆくて涙が出る症状といっしょに起こ

りましたか。｣の２つの質問の両方に｢はい。｣と

答えた方をアレルギー性鼻結膜炎と定義し、6-12

歳を本研究の解析対象とした。 

 

2．重症度評価 

 「最近 12 か月のあいだで、この鼻の症状はど

の程度あなたのお子さまの日常生活のじゃまと

なりましたか。」の質問において、「おおいに」と

答えた方を重症アレルギー性鼻結膜炎とし、「全

くない」「少し」「中等度」と回答した方を軽-中等

症アレルギー性鼻結膜炎とした。 

 

3. 関連因子 

 年齢、性別、出生歴、肥満やペットの飼育、受

動喫煙、保育歴、居住地域のスギ、ヒノキ花粉飛

散量との関連について調査した。また、合併する

アレルギー疾患やアレルギー疾患の家族歴との

関連についても調査した。 

 

（倫理面への配慮） 

 質問に回答いただく前に当調査の趣旨を説明

の上同意いただいた保護者に対して調査を行っ

た。調査を理解できるお子様に対しては、保護者

から説明していただくように依頼した。また、東

京都立小児総合医療研究センターの倫理委員会

の承諾を得た後、本調査を実施した。 

 

C. 研究結果 

1.アレルギー性鼻結膜炎および重症アレルギー性

鼻結膜炎の有症率  

 本調査に参加した 6-12 歳 28343 名のうち、ア

レルギー性鼻結膜炎有症者は 5368 名（18.9％）

であった。重症アレルギー性鼻結膜炎は 708 名と

なり、全体の 2.5％、アレルギー性鼻結膜炎有症

者の 13.2％であった。 

 

2. アレルギー性鼻結膜炎の重症化の関連する生

育環境 

 スギ・ヒノキ花粉の飛散量が多い地域での居住

は、飛散量が少ない地域での居住と比較して有意

に重症アレルギー性鼻結膜炎になるリスクが高

かった  (adjusted OR 1.21, 95%CI 1.00-1.47, 

p=0.048) (表 )。 

 毛のあるペットの飼育との関連は飼育開始時

期により異なった。1 歳までにペットの飼育が開

始していた学童は、ペットを飼育しない学童と比

較して重症アレルギー性鼻結膜炎有症率が低く 

(adjusted OR 0.70, 95%CI 0.52-0.95) 、アレルギ

ー性鼻結膜炎の重症化に抑制的に働いた。一方、

1 歳以降に飼い始めた学童は単解析では重症アレ

ルギー性鼻結膜炎の有症率が、ペットを飼育して

いない学童と比べて有意に高かったが(p=0.01)、

多変量解析後は有意な関係にならなかった

(adjusted OR 1.20, 95%CI 0.97-1.49)。 

 母親の喫煙は単解析では有意なリスクとなっ

たが多変量解析後は有意な関連はなく(adjusted 

OR 1.30, 95%CI 1.00-1.70, p=0.053)、父親の喫

煙は有意な関係はなかった。 

 低出生体重児（出生体重が 2500g 未満）の既往、

乳児期の集団保育の有無や母乳期間、分娩方法、



出生順、肥満（肥満指数:BMI が 95 パーセンタイ

ル以上）はアレルギー性鼻結膜炎の重症化とは関

連していなかった。 

 

 

 

表 1 アレルギー鼻結膜炎の重症化と生育環境 

  

Children with severe ARC          

  %  (n/N)  Crude OR 95% CI p-value Adjusted OR 95% CI p-value 

出生体重               

≥ 2500g 13.5 (624/4637) 1 1 

<2500g 11.8 (82/697) 0.86 0.67-1.10 0.23 0.88 0.69-1.14 0.34 

分娩方法 

経膣分娩 13.3 (598/4481) 1 1 

帝王切開 12.6 (107/849) 0.94 0.75-1.17 0.58 0.96 0.84-1.33 0.62 

出生順 

第 1 子 12.9 (429/3330) 1 1 

第 2 子以降 13.7 (279/2038) 1.07 0.91-1.26 0.41 1.04 0.88-1.23 0.62 

母乳栄養期間 

6 ヶ月未満 13.0 (379/2907) 1 1 

6 ヶ月以上 13.6 (319/2348) 0.95 0.81-1.12 0.57 0.93 0.79-1.10 0.39 

毛のあるペット飼育 

飼育歴なし 13.0 (507/3899) 1 1 

1 歳以前からの飼育 9.8 (56/572) 0.73 0.54-0.97 0.03 0.70 0.52-0.95 0.02 

1 歳以降からの飼育 16.2 (140/866) 1.29 1.05-1.58 0.01 1.19 0.96-1.47 0.11 

乳児期の保育歴 

なし 13.2 (662/5008) 1 1 

あり 13.1 (46/352) 0.99 0.72-1.36 1.00 0.97 0.70-1.36 0.86 

父親の喫煙 

なし 12.8 (490/3830) 1 1 

はい 14.2 (218/1320) 1.09 0.97-1.23 0.18 1.09 0.90-1.31 0.37 

母親の喫煙 

なし 12.8 (620/4835) 1 1 

はい 16.5 (88/445) 1.30 1.05-1.61 0.02 1.30 1.00-1.70 0.053 

スギヒノキ花粉飛散量 

多い地域  12.6 (374/2958) 1 1 

中等度の地域  12.2 (130/1064) 0.96 0.78-1.19 0.72 0.95 0.76-1.18 0.65 

少ない地域  15.2 (204/1346) 1.23 1.03-1.48 0.02 1.21 1.00-1.47 0.048 



3. 他のアレルギー疾患の合併とアレルギー疾患

の家族歴 

 重症アレルギー性鼻結膜炎は、喘息の合併とは

関係なかったが、アトピー性皮膚炎の合併は有意

な関係があった  (adjusted OR 1.45, 95%CI 

1.20-1.75)。 

 母親の気管支喘息(adjusted OR 1.35, 95%CI 

1.05-1.75)、アレルギー性鼻炎(adjusted OR 1.29, 

95%CI 1.09-1.52)の既往は児のアレルギー性鼻結

膜炎と関連があったが、父親のアレルギー疾患の

既往とは関係なかった。 

 

D. 考案 

 これまでアレルギー疾患の重症化に関する検討は

気管支喘息患者を中心に実施され、我々も気管支

喘息患者のコントロール悪化の原因など検討してき

た （ Sasaki M, Yoshida K, Adachi Y, et al. 

Pediatr Allergy Immunol. 2014, Higuchi O, 

Adachi Y, Itazawa T, et al.  Am J Rhinol 

Allergy, 2013）。しかし、アレルギー性鼻炎/アレルギ

ー性結膜炎における重症化に関連する因子の検討

は少なく、十分に解明されていない。 

地域の花粉飛散量の影響については、以前本研

究班にて花粉飛散量とアレルギー性鼻結膜炎有

症率が正の相関を示すことを報告したが、さらに

重症化にも影響を与えることが本年度の解析で

示された。現在スギ花粉舌下免疫療法は 12 歳か

らの適応しかなく、低年齢の学童でもすでにスギ

花粉により QOL が低下しておりそれらの子ども

についても対策が必要と考えられた。 

 1 歳以前からの毛のあるペットの飼育はアレルギ

ー性鼻結膜炎の重症化に抑制的に働いた。しかし、

昨年実施した解析では、1 歳以前からのペットの飼育

は気管支喘息のコントロールを悪化させる因子となっ

ており、アレルギー疾患の違いにより与える影響は異

なる可能性がある。そして、1 歳以降に毛のあるペット

を飼うことは、気管支喘息のコントロール状況との関

連と同様に、有意な関係はなかった。 

また、低出生体重児、肥満は喘息のコントロール不

良と関連していたが、アレルギー性鼻結膜炎の重症

化には、低出生体重児、乳児期の集団保育の有無、

母乳期間、分娩方法、肥満は関係なかった。そし

て、多くの報告により出生順がアレルギー性鼻炎

の発症と関連すると報告されているが、重症化と

は有意な関係がなかった。 

喘息とアレルギー性鼻炎の関連については、これ

まで多くの報告がされているが、アレルギー性鼻結膜

炎の重症化と、今回喘息と定義した“年に 1 度の喘鳴

症状”があるだけでは有意な関連がなかった。本

Web 調査でも鼻炎の重症度に関連して、喘息のコン

トロールが悪くなること昨年の報告しており、今後喘

息の重症度とアレルギー性鼻結膜炎の重症度との関

連を検討する必要がある。アトピー性皮膚炎の合併

は、アレルギー性鼻結膜炎の重症化と有意に関連し、

本研究の喘息コントロール不良との関連と同様の結

果であった。 家族歴は母親のアレルギー性鼻炎と

気管支喘息が、重症アレルギー性鼻結膜炎の有意

な関連を示したが、父親のアレルギー歴とは有意な

関係はなかった。これまでアレルギー疾患の発症に

おいて父親と母親の影響の違いは検討され、遺伝素

因とともに胎内での影響が考えられているが現在のと

ころ明確な機序は分かっていない。これまで多くの研

究が発症のリスク因子や抑制因子について検討して

きたが、今後 QOL が障害されるような重症化に関す

る因子についても研究が必要である。 

   

E. 結論 

 アレルギー性鼻結膜炎をもつ学童のなかで、

QOL が低下している重症アレルギー性鼻結膜

炎は 13.2％にのぼった。重症化に関連するリ

スク因子および抑制因子が明らかになり、今後

重症化のリスクをもつ子ども達に対して発症



予防や症状の軽減さらには治癒を目指したよ

り早期からの介入について検討していく必要

がある。 
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研究要旨 

国際的に通用するアトピー性皮膚炎（AD）の疫学調査を継続するための、Web を用いた調査

方法を開発した。さらに、対面または紙媒体の調査では明らかにできないステロイド忌避の実態

を把握する方法を開発した。 

過去の厚労省研究班で行われた広島大学の全新入生を対象にした AD の有病率調査では、紙媒

体回答群と比べ、Web 媒体回答群の AD 有病率が高くなることが示された。しかし、前回に行わ

れた調査方法の問題点について検証と改善を行い、改めて調査を行ったところ、紙回答群と Web

回答群が全く同じ条件で回答した場合、両群間の AD 有病率に差が生じないことが示された。ま

た、現在の AD の治療実態とステロイド忌避の実態を把握するための質問項目を作成し、その質

問項目の妥当性を検証するために 20 歳以上の全国のマクロミル会員 10,347 名を対象とした Web

調査を行った。今回の研究で作成した質問項目によって、今まで調査が困難であった、通院をし

ていない患者を含めた AD の治療実態とステロイド忌避、さらには、AD の重症度の経年的な変

化を把握することが可能となった。 

 

A. 研究目的 

アトピー性皮膚炎（AD）の継続的な疫学調査体

制の確立には、国際的に通用する調査用紙の作成

とコストパフォーマンスが良いことが不可欠であ

る。これまでの本邦における大規模な AD 有病率

の調査は、実際に医師の診察に基づくもの、ある

いは郵送や検診の際に患者やその家族がアンケー

ト用紙に記入する方法などが行われてきた。しか

し、紙媒体を中心に行う従来の調査では、多大な

労力と時間を必要とするのみならず、調査の地域

が限られることや各調査でその手法が統一されて

いないこと、定期的に実施されていないことなど

から AD の全国的な全体像の把握や経年的変化を

みることが困難であった。 

そのため、今後国際的に通用する AD の疫学調

査を継続するためには、Web を用いた調査に移行



 
 

することが望ましい。過去、紙媒体の調査と Web

調査の結果の相違に関する検証は、平成 24 年度に

厚労省研究班で施行された広島大学の全新入生を

対象にした調査がなされ、紙媒体回答群と比べて

Web 媒体回答群の AD 有病率が高くなることが示

されている。しかし、その時の調査では Web 回答

群の回答率が低く、その原因や両者の相違点など

を検証するために十分な Web 回答者数を得るこ

とができなかった。そこで本研究では、Web 回答

群の回答率を上げるために調査の方法を工夫して

Web 調査群と紙媒体調査群で有病率に違いが出る

理由を検証するとともに、Web 調査に適した質問

方法を検討し、対面または紙媒体の調査では明ら

かにできないステロイド忌避の実態を把握する方

法を開発することを目的とした。 

また、現在本邦では血管性浮腫患者や慢性蕁麻

疹患者の QOL を評価するための手段がないため、

それぞれの QOL を Web で調査するための質問票

作成も目的とした。 

 

B. 研究方法 

AD 有病率の経年比較については、平成 16 年に

調査を行った地域で、UK working party(UKWP)

の質問票を用いて小学生と 3 歳児の有病率調査を

行い、当時のデータと比較検討した。季節による

バイアスを避けるため 1 年間にわたり調査を行っ

た。  

Web 調査の信頼性の検証については、平成 26

年度広島大学新入生健診で Web 調査と紙媒体に

よる調査で有病率調査を行い、調査結果と皮膚科

医師による検診による診断結果を比較して、それ

ぞれの調査の精度を検証した。今回の調査では、

検診会場に iPad を設置して検診前に回答する方

法を考案し、Web 回答群の回答率の改善を試みた。 

AD におけるステロイド忌避の実態把握の調査

では、全国のマクロミル会員を対象とし、現在の

AD 重症度（POEM）と通院の有無、薬剤忌避の

有無とその時期について Web 調査を行った。また、

生下時から現在に至るまでの皮膚症状の推移を把

握するための質問項目を作成し、これについても

調査を行った。また、ステロイド忌避はその後の

治療に影響が及ぼすことが多く、ひいてはその後

の皮疹の重症度に影響する可能性があるが、AD

の重症度の変化を把握するための標準化された方

法手段はない。本研究では、過去に広島大学病院

皮膚科を受診した成人AD患者76名の自己申告に

よる情報をもとに、症状の経年的な変化をパター

ン化し、その中から選択する質問項目を作成した。

そして、実際に Web 調査を行い、作成した質問項

目の妥当性を検証した。 

 慢性蕁麻疹、血管性浮腫の患者 QOL 評価につ

いては、まずは国際的に標準化されて使用されて

いる質問票である CU-Q2oL（慢性蕁麻疹）と

AE-Q2oL(血管性浮腫)をもとに日本語版の質問票

を開発した。 

 （倫理面への配慮） 

倫理委員会の審査了解を得るのはもちろん、十分

な倫理的配慮と個人情報の保護に努めた。 

 

C. 研究結果 

AD 有病率の経年比較 

2014 年度の千葉市３歳での AD 有病率は 2005

年度と比較して有意に高かった。母親のネット利

用率をみると、ネット利用が多い人ほど児の３歳

児でのＡＤ有病率が高かった。 

 

Web を用いた AD の疫学調査体制の確立 

平成 24 年度の広島大学の新入生を対象にした

調査での問題点について検討し、解決策を講じた。

平成 24 年度の調査は、紙回答群は検診前に回答す

ることで回答回収率は 100％であったが、Web 回

答群は検診後に自宅で回答することでわずか

13.8％の回答回収率であった。また、この調査方

法では紙回答群は回答に皮膚科医による検診の影

響を受けないのに対し、Web 回答群は回答に検診

の影響を受けた可能性がある。そこで我々は、Web
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 図２ 薬剤忌避と通院の関係

図３ 過去に広島大学病院に通院した
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膚炎と診断されたことのあるマクロミル会員

3090 人のうち、
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20 歳以降の症状の経年的な変化を把握するため
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 慢性蕁麻疹、血管性浮腫の患者

 CU-Q2oL

日本語訳を作成した。その翻訳の妥当性を検証す

るために、逆翻訳

た。現在、実際の患者を対象にした妥当性の検証

を計画している。

 

D. 考察 

AD は西欧型のライフスタイルへの変化ととも
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った。特に、医療機関を受診している患者と比べ

て医療機関を受診していない患者はステロイド忌

避の割合が高く、ステロイド忌避があることが通

院の妨げになっている可能性が示唆された。本邦

のステロイド忌避の実態を明らかにし、一般の

人々のステロイドに対する忌避感をなくすことが、

現在適切な治療を受けていない患者に対しての治

療介入につながると考えられる。今回の調査では

ステロイド忌避には性差、地域差、職業による差、

収入による差があることも示され、今後これらの

情報を生かした効果的な対策を講じる必要がある。 

これまでに、アトピー性皮膚炎（AD）に関する

疫学調査は多く行われているが、小児の各 AD 患

者の重症度が、成長とともにどのように変化する

傾向を持つかについては未だ一定の結論を得てい

ない。今回作成した質問項目は、広島大学病院を

受診した AD 患者の経年的症状の 90%以上を反映

しており（図 3）、Web 調査では、過去に AD と診

断されたことのある 3090 人の回答者の 94.1％を

網羅していることから、AD の症状の経過を把握

するために妥当な質問項目であると考えられる

（図 4）。重症患者が多い広島大学病院受診中の

AD 患者は、12 歳以降に悪くなった（図 3.③）、

あるいは昔からあまり変わらない（図 3.④）と感

じている人が多かった。一方、軽症患者やすでに

治癒している人たちを含む一般の人を対象にした

Web 調査では、大学病院受診中の AD 患者とは異

なる傾向があり、徐々に良くなっている（図４．

⑦、⑧）と感じている人や、昔からあまり変わら

ない（図 4.④）、12 歳前後に悪くなった（図 4.⑤）

と感じている人が多い特徴があった。また、17.3％

の人は成人発症と自覚していた。今回の調査によ

り、AD の皮疹の経過にはある一定の傾向がある

ことが示された。また、全体的には AD は成人ま

でに軽快する傾向にある人が多いが、成人後に大

学病院に通院するような比較的重症な患者は、「昔

から変わらない」あるいは「12 歳以降に重症化し

た」傾向にあり、19 歳までの皮疹の経過と成人後

の重症度に何らかの相関がある可能性が示唆され

る。 

 慢性蕁麻疹、血管性浮腫の患者 QOL 評価につ

いては、未だ本邦における実態調査は行われてお

らず、現在作成中の日本語版 CU-Q2oL（慢性蕁麻

疹）と AE-Q2oL(血管性浮腫)によって、両疾患の

患者の QOL が明らかになることが期待できる。 

 

E. 結論 

Web による AD の疫学調査方法を検討、改善し

た。また、Web 調査により、今まで調査が困難で

あった、通院をしていない患者を含めた AD の治

療実態とステロイド忌避の実態を明らかにし、適

切な医療を提供するために必要な疫学的情報を得

る方法を作成した。 
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相模原市におけるアレルギー性疾患コホート調査 

 

研究分担者  食物アレルギー調査グループ 

 海老澤 元宏 国立病院機構相模原病院 臨床研究センター 

研究協力者 杉崎 千鶴子 国立病院機構相模原病院 臨床研究センター 

 

研究要旨 

 相模原市の乳幼児を対象に 12 年前に実施した乳児湿疹、アトピー性皮膚炎、食物アレルギー、

気管支喘息、アレルギー性鼻炎等の経年的な調査の再調査を行い、12 年間の各アレルギー疾患の

状況の変化をみることを目的とする。前年度 2014 年 1 月から開始した 4 か月健診受診者に対す

る調査を終了した。対象者にはその後 8 か月時と 1 歳時に追跡調査を行っている。 

 4 か月児対象の調査で回収された調査票のうち 3,342 例を解析した。12 年前と比較して、家族

のアレルギー疾患の既往の比率、ペットの飼育率、湿疹があった場合の受診率、アレルギー用ミ

ルクの使用率は有意に増加し、同居者の喫煙率、体重、湿疹の保有率は有意に減少していた。 

 これらの乳児を継続的にフォローし、12 年前のデータと比較することで湿疹の保有や環境要因

がアレルギー疾患の発症にどのように関与しているのか今後解析を進めていく。 

 

A. 研究目的 

 2002 年 1 月から 12 月に相模原市の 4 か月健診

を受診した児を対象に、経時的（4 か月・8 か月・

1 歳・3 歳・5 歳・7 歳時）に調査し、乳児期の食

物アレルギーの有症率が 5～10%であることを明

らかにした。今回、同様の調査を行い、12 年前の

データと比較することで小児アレルギー疾患の変

化をみることを目的とする。 

 

B. 研究方法 

 2014 年 1 月～12 月に相模原市の 4 か月健診を

受診した児を対象とする。 

 相模原市 健康企画局 保健所 健康企画課の協

力を得て、事前に郵送した湿疹と栄養と家族歴に

関する調査票を同意の下 4 か月健診会場で回収し、

その後 8 か月・1 歳時に継続する湿疹や食物アレ

ルギーに関する調査票を郵送で送付する。 

 

C. 研究結果 

 １年間に渡る調査で 4,638 例の調査票を回収し

た（回収率 83.8％）。そのうち、不完全回答を除

いた 3,342 例を解析し、2002 年の調査の 4,623 例

の解析結果と比較した。 

〈対象者背景〉 

 解析対象者の内訳は男児 1,653 例、女児 1,689

例である。身長 62.5±0.0cm（2002 年時 62.4±

0.0cm、以下カッコ内前回調査結果）、体重 6,630

±14g（6,817±12g）、家族のアレルギー疾患の既

往 2,631 例；78.7％（65.9％）、同居者の喫煙 1,311

例；39.2％（61.0％）、ペットの飼育率 1,234 例；

36.9％（29.8％）、第 1 子の割合 1,604 例；48.0％

（51.1％）であり、家族のアレルギー疾患の既往

の比率およびペットの飼育率は有意に増加し、体

重、喫煙率は有意に減少していた。 



 

〈湿疹の有無〉

 湿疹を有していたのは

と前回調査と比較して

うち 2 か月以上継続している症例の比率は

例；37.7％（

して医療機関を受診した率が

（70.6％）と増加していた。医療機関を受診して

IgE 抗体検査や皮膚テストなどのアレルギー検査

を受けたのは

めなかった。

 

〈栄養方法〉

 完全母乳栄養が

有意に増加し、人工栄養は

と有意に減少していた。母乳を与えている母親が

食物アレルギーのために食物除去を行っている割

合は 110 例；

ミルクを与えている場合でアレルギー用ミルクを

使用している割合は

意に増加していた。

〈湿疹の有無〉 

湿疹を有していたのは

と前回調査と比較して有意に減少していた。

か月以上継続している症例の比率は

％（47.2％）と減少していた。湿疹に対

して医療機関を受診した率が

％）と増加していた。医療機関を受診して

抗体検査や皮膚テストなどのアレルギー検査

を受けたのは 25 例；4.2

なかった。 

〈栄養方法〉 

母乳栄養が 1,216

有意に増加し、人工栄養は

と有意に減少していた。母乳を与えている母親が

食物アレルギーのために食物除去を行っている割

例；3.4％（4.2

ミルクを与えている場合でアレルギー用ミルクを

使用している割合は 231

意に増加していた。 

湿疹を有していたのは 750 例；22.4

有意に減少していた。

か月以上継続している症例の比率は

％）と減少していた。湿疹に対

して医療機関を受診した率が 599

％）と増加していた。医療機関を受診して

抗体検査や皮膚テストなどのアレルギー検査

4.2％（5.6％）と有意差は

1,216 例；36.4％（

有意に増加し、人工栄養は 134 例；4.0

と有意に減少していた。母乳を与えている母親が

食物アレルギーのために食物除去を行っている割

4.2％）で変化がなかったが、

ミルクを与えている場合でアレルギー用ミルクを

231 例；10.9％（

22.4％（26.6％）

有意に減少していた。その

か月以上継続している症例の比率は

％）と減少していた。湿疹に対

99 例；79.9

％）と増加していた。医療機関を受診して

抗体検査や皮膚テストなどのアレルギー検査

％）と有意差は

％（28.7％）と

4.0％（10.0％）

と有意に減少していた。母乳を与えている母親が

食物アレルギーのために食物除去を行っている割

％）で変化がなかったが、

ミルクを与えている場合でアレルギー用ミルクを

％（4.1％）と有

％）

その

か月以上継続している症例の比率は 283

％）と減少していた。湿疹に対

79.9％

％）と増加していた。医療機関を受診して

抗体検査や皮膚テストなどのアレルギー検査

％）と有意差は認

％）と

％）

と有意に減少していた。母乳を与えている母親が

食物アレルギーのために食物除去を行っている割

％）で変化がなかったが、

ミルクを与えている場合でアレルギー用ミルクを

）と有
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意に減少していた。また、

の既往、喫煙やペットなどの乳児を

栄養方法などに変化が見られた。これらの乳児を

継続的にフォローし、

有症率を求めるとともに、

することで湿疹の保有や環境要因がアレルギー疾

患の発症にどのように関与しているのか今後解析

を進めていく。
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